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発表内容
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1. 発災後 急性期対応
１）フェーズと⽀援内容
２）参集救護班
３）保健医療福祉調整本部、東京都の組織図

2. ⽇本⾚⼗字社の災害救護活動
１）⽇⾚の災害対応への取組
２）災害救護活動の実際

3. ⾸都直下地震対応 課題と展望
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1-1）フェーズと⽀援内容（東京都）

3（令和6年3⽉災害時医療救護活動ガイドライン（第3版） 東京都保健医療局より）



1-1）災害フェーズと保健・医療・福祉・⽣活・暮らし

慢性期・中⻑期亜急性期超急性期・急性期

⽉〜年週〜⽉⽇〜週発災後（⽬安）

健康をつなぐ、育てるいのちを守る、健康をつなぐいのちを救う、守る医療・福祉施設

⽣活不活発病対策
復旧作業時対策（粉塵対策等）
災害医療撤収調整

感染症対応
慢性疾患
（循環・呼吸器疾患等）
深部静脈⾎栓症／肺塞栓症
服薬中断回避

救命
（透析、在宅酸素・⼈⼯呼吸等)
救急（外傷、圧座症候群等）
医薬品供給
受援体制

災
害
医
療医療関連

課題の例 保健・衛⽣
慢性疾患治療体制（再構築）
復興期のメンタルヘルス⽀援

保健・衛⽣
居住・⽣活環境対策
サイコロジカルファーストエイド

要配慮者・避難⾏動要⽀援者⽀援
重度精神・神経疾患患者⽀援
（含︓認知症）

上
記
以
外

DHEAT、保健師
DWAT
災害⽀援ナース

救護班、JRAT、薬剤師班
DHEAT、保健師
DWAT
災害⽀援ナース

救護班（DMAT、DPAT、医師会、
⽇⾚、病院協会等）
JRAT、薬剤師班
DHEAT、保健師
災害⽀援ナース

⽀援組織

⽣活・暮らしをつなぐ、育てる⽣活・暮らしをつなぐいのちを救う、守る地域・コミュニティ

⾏政（国、都道府県、市町村）
ボランティア（社協、⽣協、JVOAD等）
NPO、NGO（⽇⾚、PWJ等）

⾏政
（国、都道府県、市町村）
ボランティア
（社協、⽣協、JVOAD等）
NPO、NGO（⽇⾚、PWJ等）

⾏政（国、都道府県、市町村）
ボランティア
（社協、⽣協、JVOAD等）
NPO、NGO（⽇⾚、PWJ等）

⽀援組織
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1-1）フェーズと⽀援内容

5

医療

保健

⽣活

福祉

避難 復旧・復興

救出・救命
病院避難

避難⾏動要⽀援

病院⽀援・避難所評価、設置
環境整備・巡回診療・こころのケア

健康管理・衛⽣管理・栄養管理・保健所⽀援
感染症対策・⺟⼦保健・⽣活不活発対策

福祉避難所・要配慮者⽀援

避難⽣活⽀援・避難所運営⽀援・被災家屋対応・義援⾦
物資⽀援・⾐⾷住・コミュニティ⽀援・⽣活/⽣業⽀援

平時業務の⽀援

平時業務の⽀援

平時業務の⽀援

平時業務の⽀援

発災

尊厳ある
⽣活・暮らしをつなぐ

（災害関連死減少のために）

いのちを
救い、守る



1-2） 参集救護班

（令和2年1⽉17⽇医療・保健・福祉に関する分野横断的な⽀援体制について 厚労省⼤⾂官房厚⽣科学課資料より）
6



1-2） 参集救護班
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DMAT

JMAT JDA-DAT

JRAT

DICT

DVAT

PCAT

DWAT

⻭科医師会

薬剤師会

災害⽀援ナース

DHEAT

鍼灸師会

DMORTAMAT

⽇⾚救護班

⾃治体救護班

災害医療
コーディネーター

DPAT

⽇⾚
こころのケア班

VMAT



1-3） 保健医療福祉調整本部

8

区市町村
保健医療福祉調整本部

都道府県
保健医療福祉調整本部

三階層

⼆次医療圏
保健医療福祉調整本部

熊本地震の経験から、
被災都道府県に
保健医療調整本部を設置。
(2022年〜
保険医療福祉調整本部)
保健所と連携し、
①保健医療活動チームに

対する指揮、連絡及び
派遣調整

②保健医療活動チーム
との情報共有

③集約した保健医療活動
に係る情報の整理及び
分析

を⼀元的に実施し、
保健医療活動を総合調整
する体制を整備する。
2017年7⽉5⽇
厚労省 通知



1-3）東京都の組織図

9（令和6年3⽉災害時医療救護活動ガイドライン（第3版） 東京都保健医療局より）



調整本部を担う保健所の状況 都保健所の概要

10→ 区・都保健所を巻き込む会議体 地域災害医療連携会議の設置
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被災地・被災者

本社 1
⽀部 47
病院 91
（災害拠点病院 66)
⾎液事業施設 228
社会福祉施設 28
総職員数 67,403⼈

奉仕団 2,860団
ボランティア⼈数 850,834⼈

⾚⼗字ネットワーク

常備救護班 487班 5,231⼈
救護活動⽤⾞両 2,206台

（内救急⾞ 145台）
⾚⼗字専⽤無線 3,130局
テント 4,163張
国内型緊急対応ユニット 17基

⾚⼗字国際委員会
国際⾚⼗字・⾚新⽉社連盟
各国⾚⼗字・⾚新⽉社 191社

国、地⽅⾃治体
NGO、企業
学術研究機関等

※令和5年３⽉末現在

保健機関
医療施設
福祉施設
ボランティア団体

2-1）⽇本⾚⼗字社における災害対応への取組

12



13

2-1）⽇本⾚⼗字社における災害対応への取組
災害マネジメントサイクル全般への関わり

応
急
対
応

被災者の苦痛を軽減する将来の災害に備える

防
災
･
減
災

発災

災
害
対
応
能
⼒
の
向
上

復旧・復興

発災前
１．救護体制の発令
２．赤十字防災セミナー

１．赤十字防災セミナー
２．青少年防災教育プログラム
３．救急法等の各講習

１．医療救護班の派遣
２．こころのケア活動
３．救援物資の配分

etc

１．ボランティア活動
２．生活再建支援
３．福祉サービス
４．教育支援
５．医療支援 etc

１．救護班等の研修
２．関係団体との訓練
３．救護資機材の整備
４．防災業務計画の作成



【令和５年度に実施した主な研修・訓練】 育成体系の見直し

⽇⾚災害医療コーディネート研修会⽇⾚災害医療コーディネート研修会全国⾚⼗字救護班研修会全国⾚⼗字救護班研修会

原⼦⼒災害対応基礎研修会原⼦⼒災害対応基礎研修会こころのケア指導者養成研修会こころのケア指導者養成研修会 ⾚⼗字防災ボランティアリーダー養成研修会⾚⼗字防災ボランティアリーダー養成研修会

2-1）⽇本⾚⼗字社における災害対応への取組
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2-1）⽇本⾚⼗字社の⾸都直下地震対応 被害想定⾒直し後に変更予定

15

第１ブロック

第２ブロック

第３ブロック

第４ブロック

第５ブロック

第６ブロック

‥主要被災地⽀部（受援）
‥⾮被災地⽀部

東京都、神奈川県⽀部へ
19個班（３dERU含む）

東京都、神奈川県⽀部へ
16個班（３dERU含む）

東京都⽀部へ
17個班（１dERU含む）

東京都、神奈川県⽀部へ
19個班（４dERU含む）

東京都⽀部へ
11個班

埼⽟県、千葉県⽀部へ
16個班（３dERU含む）
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2-1）⽇本⾚⼗字社における災害対応への取組

次期修正に向けて

今後、国の⼤規模地震
防災対策基本計画の
⾒直し結果が公表される予定

令和６年能登半島地震における
救護活動の検証実施

国の動向を注視するとともに、
実災害への対応結果等を踏まえ、
引き続き、必要に応じて
⾒直しを検討

※⾸都直下地震対策検討ワーキンググループ（第１回） 令和５年12⽉20⽇（⽔）の資料
「⾸都直下地震対策検討ワーキンググループ の設置について」より抜粋。内閣府防災HPより。



2-2）令和６年能登半島地震における⽇本⾚⼗字社の活動状況

17※⽇⾚災害医療コーディネートチーム：災害時に救護班等の活動調整を⾏う

©Atsushi Shibuya / JRCS

救援物資の配布

職員派遣

日赤救護班※DMATを除く

延べ290班を派遣

日赤災害医療

コーディネートチーム※

延べ120ﾁｰﾑを派遣

看護師派遣

128人を派遣

※厚生労働省からの要請

毛布 16,005枚

安眠セット 5,230セット

緊急セット 2,224セット

その他
簡易トイレ 弾性ストッキング 等

ボランティアの活動

こころのケア班（調整班除く）

延べ44班を派遣

赤十字ボランティア

延べ1,709人が活動

災害義援金

◎送金額 41,385,257,708 円（令和６年７月10日集計時点）

主な活動内容

※令和６年５⽉３⽇集計時点

【各被災県義援金配分委員会への累計送金額】
石川県： 37,688,835,965円 富山県： 1,938,217,407円
新潟県： 1,726,147,030円 福井県： 32,057,306円

毛布

緊急セット

安眠セット

簡易トイレ

【参考：救援物資の内容物】
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日赤災害医療
コーディネートチーム 医療救護班 こころのケア班

2-2）令和６年能登半島地震における⽇本⾚⼗字社の活動状況
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内閣府調査チーム 給水衛生支援事業調整チーム

2-2）令和６年能登半島地震における⽇本⾚⼗字社の活動状況

救援物資の配布

赤十字ボランティア

被災地医療機関への
看護師派遣 救護班の生活拠点



2-2）東⽇本⼤震災における⽇本⾚⼗字社の救護活動の推移

20

医療救護活動

こころのケア

看護ケア

ボランティアの活動

3⽉ 4⽉ 5⽉ 6⽉ 7⽉ 8⽉ 9⽉

3/13-9/1

3/11-9/22

6/1-8/31

9/20-4/20

介護ニーズ⽀援活動

避難所⽣活改善⽀援 H23.4-H24.9
.・熱中症対策・給⽔設備・仮設シャワー 163か所

4/14-5/13
5/31-7/1

15班 67⼈

17班 35⼈

894班 6,541⼈

169班 286⼈ （救護班帯同型）
126班 728⼈ （チーム型）

救援物資の配布 3/11-5/24

義援⾦受付 3/14-令和２年度

復興⽀援 5/9-令和２年度

・施設⽀援（陸前⾼⽥市、⼤槌町）

・避難所等︓⽇常⽣活⽀援 保健指導・教育（陸前⾼⽥市）

・炊き出し、ボランティアセンター業務、⽚づけ・清掃、救援物資関連、救護班⽀援、義援⾦募⾦活動など

・⾼齢者肺炎予防接種、⼝腔管理
・⾚⼗字奉仕団等による仮設住宅訪問
・ノルディックウォーキング
・浪江町⺠健康調査、サロン活動
・原⼦⼒発電所事故の被災者⽀援
・被災者の⽣活環境の改善（家電など提供）ほか

緊急セット 38,437セット
安眠セット 15,406セット
⽑布 148,493枚 ほか

4,624団 179,517⼈
（H23.3/11-H24.3/31）

・巡回診療含む ・ピーク:3/13 79班 ・3/21以降は岩⼿.宮城.福島のみ活動

3,429億1,899万0,986円



フェーズと⽀援内容
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医療

保健

⽣活

福祉

避難 復旧・復興

救出・救命
病院避難

避難⾏動要⽀援

病院⽀援・避難所評価、設置
環境整備・巡回診療・こころのケア

健康管理・衛⽣管理・栄養管理・保健所⽀援
感染症対策・⺟⼦保健・⽣活不活発対策

福祉避難所・要配慮者⽀援

避難⽣活⽀援・避難所運営⽀援・被災家屋対応・義援⾦
物資⽀援・⾐⾷住・コミュニティ⽀援・⽣活/⽣業⽀援

平時業務の⽀援

平時業務の⽀援

平時業務の⽀援

平時業務の⽀援

発災

尊厳ある
⽣活・暮らしをつなぐ

（災害関連死減少のために）

いのちを
救い、守る
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課題 ⾼齢者⼈⼝増加とその特徴

23

後期⾼齢者 約176万⼈
内 要介護認定率 32.5%
（前期⾼齢者の約7倍）

独居⾼齢者 約92万世帯
（総世帯の12.7%）

令和2年国勢調査より

↓
・ 福祉施設
・ 福祉避難所
・ コミュニティ不在
・ 避難所外避難者

在宅避難 等そして
そもそも ⼈⼝が多い。
区ひとつで県レベルの⼈⼝を抱えている。



課題 帰宅困難者、出勤困難者、出国困難者

24

132.2特別区部119.2東京都
94.013 ⼤⽥区1753.7１ 千代⽥区
88.714 北区456.1２ 中央区
86.615 中野区453.7３ 港区
85.316 世⽥⾕区259.7４ 渋⾕区
83.917 荒川区258.6５ 新宿区
82.318 板橋区161.3６ ⽂京区
81.519 ⾜⽴区152.5７ 台東区
77.220 葛飾区147.6８ 品川区
76.121 杉並区141.1９ 豊島区
74.522 江⼾川区126.610 江東区
72.223 練⾺区103.111 墨⽥区

101.612 ⽬⿊区
（令和２年国勢調査 従業地・通学地による⼈⼝・就業状態等の集計結果

令和4年7⽉22⽇ 総務省統計局 より）

夜間、休⽇が1年の2/3を占める
↓

帰宅困難者問題
と同時に

出勤困難者問題
（医療施設では、
登院困難職員問題が課題）

令和5年
外国⼈旅⾏者 約1,954万⼈
対令和元年⽐ 28.7%増
↓

出国困難者問題

昼夜間⼈⼝⽐率



発災後の受診者数推移

25

最初の1〜2時間が勝負︕
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課題 災害関連死
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⽣活機能低下と災害関連死の関係

⽣活機能低下
肥満・脂質異常・⾼⾎圧・アルコール依存など

災害関連死（≒防ぎえる災害死）

慣れない
避難所、
仮設住宅
での暮らし

避難先
での

適応困難
役割の
喪失

活動量
低下

割合
(%)

災害関連死
（⼈）地震名発⽣年

14.3919阪神・淡路
⼤震災1995年

76.552新潟県中越
地震2004年

26.74新潟県中越沖
地震2007年

16.73,701東⽇本⼤震災2011年

78.7223熊本地震2016年

43.1174令和6年
能登半島地震2024年

各震災の災害関連死数と割合



27

「いのちを救う」フェーズの訓練だけでなく
住⺠を交えた「尊厳ある⽣活・暮らしをつなぐ」フェーズの研修・訓練を

展望 ⾏政の役割

標準化を進め、共有する
例）情報ツール、データ集計の標準化国

避難所・避難⽣活を⾃分事と考える
例）情報ツール 各市町村情報の集約都県

リソース確認、地域レジリエンスの向上
例）情報ツール等の普段使い、訓練区市町村
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場づくり ⼈づくり

役割づくり

⼟壌 ⺠度
ソーシャルキャピタル

主体性
多様性

⾃⼰実現
社会貢献

災害時のコミュニティ・ヘルス

⽀援︓ 場所(避難所) から ⼈(被災者) へ

展望 これからの被災者⽀援

地域社会全体が
⾃分事とする
主体化する
役割を持つ
覚悟する
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展望 地域包括ケア、BCPの応⽤

平時における共同体の仕組み︓地域包括ケア、地域共⽣

災害対応として医療、介護施設はBCPを作成している

⾏政、保健所、ボランティア等のBCPを合体すると「地域」「共同体」のBCP
地域共創



まとめ
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• 多くの組織・団体が災害救護活動に従事している。
• その活動調整のために、⾏政を含む保健医療福祉調整本部が

整備され、超急性期対応の訓練は毎年⾏われている。
• 尊厳ある⽣活・暮らしをつなぐ活動は⻑期にわたる。
• 東京都は規模が⼤きい。2次医療圏をまとめる保健所が課題。
• 独居・⾼齢化、出勤困難者、帰国困難者
• 災害関連死 急性期から災害関連死対策が必要
• 平時にできること

⾏政の役割確認
災害時のコミュニティ醸成
コミュニティBCPの作成と共有


